
農林業災害対策資金事務取扱要領 

 

施  行 平 成２年４月１日 

最終改正 令 和４年７月１日 

 

 

（趣 旨） 

第１ 農林業災害対策資金の運用については、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則

第３６号。以下「規則」という。）及び農林業災害対策資金利子補給金交付要綱（以下「要

綱」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 （貸付金額の単位） 

第２ 農林業災害対策資金の貸付金額は、万円単位とする。 

 （借入申込み） 

第３ 農林業災害対策資金を借り入れようとする農林業者は、居住する地域の市町村長（以

下「市町村長」という。）が発行する農林業被害等認定書（任意様式）を添えて、農林業

災害対策資金借入申込書（様式第１号。以下「借入申込書」という。）を融資機関に提出

するものとする。 

２ 農林業災害対策資金の借入申込期間は、毎年度４月１日から３月１５日までの間で知

事がその都度定める期間とする。 

 （利子補給承認申請等） 

第４ 第３の借入申込書を受理した融資機関は、内容を審査し、貸し付けることが適当と

認めたときは、借入申込書及び農林業被害等認定書の写しを添えて、農林業災害対策資金

利子補給承認申請書（農林業災害対策資金事務電算処理要領（以下「電算処理要領」とい

う。）で定める申請様式第１号。以下「承認申請書」という。）を市町村長に提出するとと

もに、その写しを所轄地方振興事務所長又は地方振興事務所地域事務所長（以下「所長」

という。）に提出するものとする。 

２ 融資機関が行う利子補給承認申請期限は、毎年度３月２０日とする。 

 （利子補給の承認） 

第５ 市町村長は、第４第１項の承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、利子

補給することが適当と認めた場合は、農林業災害対策資金利子補給承認通知書（様式第２

号）を当該融資機関の長に交付するとともに、様式第３号の通知書により、所長（当該融

資機関が農業協同組合である場合にあっては、所長及び農林中央金庫仙台支店長、宮城県

農業協同組合中央会長）に通知するものとする。利子補給することが不適当と認めたとき

も、その旨を承認の例により通知するものとする。 

２ 市町村長が行う利子補給承認の期限は、毎年度３月３１日とする。 

 （貸付実行等） 



第６ 融資機関は、利子補給承認の日の翌日から起算して７日目以降１か月以内に貸付け

を完了するものとする。 

２ 融資機関は、資金の貸付けを行った場合は、翌月１５日又は当該貸付に係る市町村の

利子補給承認があった年度の翌年度４月１５日のいずれか早い時期までに農林業災害対

策資金貸付実行報告書（電算処理要領で定める申請様式第３号。以下「貸付実行報告書」

という。）を市町村長に提出するとともに、その写しを所長（当該融資機関が農業協同組

合である場合にあっては，所長及び宮城県農業協同組合中央会長）に提出するものとする。 

 （利子補給条件の変更等） 

第７ 利子補給条件の変更は、借入辞退によるものを除き、原則として認めないものとす

る。 

２ 融資機関は、農林業者から利子補給承認された農林業災害対策資金の全部又は一部の

借入辞退の申出があったときは、内容を調査の上、変更後の額を朱書した貸付実行報告書

にその理由を付して、市町村長に提出するとともに、その写しを所長（当該融資機関が農

業協同組合である場合にあっては，所長及び宮城県農業協同組合中央会長）に提出するも

のとする。 

 （繰上償還） 

第８ 融資機関は、借入者から繰上償還金を受け入れたとき（指示により同様の状況にな

ったときも含む。）又は延滞の発生及び延滞金の償還があったときは、農林業災害対策資

金繰上償還報告書（電算処理要領で定める申請様式第６号）又は農林業災害対策資金延滞

報告書（電算処理要領で定める申請様式第７号）を市町村長に提出するとともに、その写

しを所長（当該融資機関が農業協同組合である場合にあっては，所長及び宮城県農業協同

組合中央会長）に提出するものとする。 

 （融資機関からの実績報告書） 

第９ 融資機関は、毎年１月１日から１２月３１日までの期間に係る実績報告書（様式第

４号）を、市町村長（農業協同組合にあっては、市町村長、農林中央金庫仙台支店長及

び宮城県農業協同組合中央会長）の指示に基づいて提出するとともに、その写しを所長

（銀行その他の金融機関にあっては、農業振興課又は林業振興課）に提出するものとす

る。 

 （利子補給金の確定） 

第１０ 規則第１３条に規定する利子補給金の額の確定は、様式第５号の通知書により行

うものとする。 

 （償還方法等） 

第１１ 償還方法は千円単位で元金均等償還（各年の償還金額に端数が生じた場合は、第

１回の償還金額に加えて第２回以降均等償還とする。）とし、約定償還日は毎年１２月２

０日とする。 

 （債務保証） 



第１２ 農林業災害対策資金の融通を円滑にするため、宮城県農業信用基金協会等の債務

保証を活用するものとする。 

 （指 導） 

第１３ 融資機関、市町村、県の地方機関及びその他関係機関は、本資金が農林業者の経

営安定に資するよう適切な指導を行うものとする。 

 （その他） 

第１４ その他事務取扱いに必要な事項については、知事が別に定めるものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成１４年８月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１５年８月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１８年１１月６日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１９年１０月１１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２３年６月３０日から施行する。 

  附 則 

 この要領は、平成２３年８月１９日から施行する。 

  附 則 

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年６月１日から施行する。 



附 則 

 この要領は、令和４年７月１日から施行する。 

 


